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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
通路もしくはパイプのための、その場で硬化されるライナーであって、該ライナーは、
　（ａ）樹脂吸収性物質層；
　（ｂ）該樹脂吸収性物質層に吸収される、熱硬化性樹脂であって、該熱硬化性樹脂は、
エポキシ樹脂であり、該エポキシ樹脂のためのアミン硬化剤が、該エポキシ樹脂と混合さ
れる、熱硬化性樹脂；および
　（ｃ）該樹脂吸収性物質層のうちの少なくとも一方の側面上にコーティングされるポリ
エステル熱可塑性ポリウレタンポリマー層であって、ここで該熱可塑性ポリウレタンポリ
マーは、１０℃／分の加熱／冷却／加熱モードにおいて、－１００℃～２３０℃の走査条
件を使用する、ＡＳＴＭ　Ｄ－３４１８－０３に記載される示差走査熱量測定（ＤＳＣ）
により測定される場合に、１７０℃より高い二次熱融解吸熱ピーク温度を有する、ポリエ
ステル熱可塑性ポリウレタンポリマー層；
を含む、ライナー。
【請求項２】
前記ポリエステル熱可塑性ポリウレタンポリマーは、８５Ａ～９８ＡのＳｈｏｒｅ　Ａ硬
度を有する、請求項１に記載のライナー。
【請求項３】
前記ポリエステル熱可塑性ポリウレタンポリマーは、８５Ａ～９０ＡのＳｈｏｒｅ　Ａ硬
度を有する、請求項２に記載のライナー。
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【請求項４】
前記樹脂吸収性物質層は針で穴を開けた不織布である、請求項１に記載のライナー。
【請求項５】
前記針で穴を開けた不織布は、ポリエステルファブリックである、請求項４に記載のライ
ナー。
【請求項６】
前記ポリエステル熱可塑性ポリウレタンポリマーは、１００～１０００μｍの厚みを有す
る、請求項１に記載のライナー。
【請求項７】
前記ポリエステル熱可塑性ポリウレタンポリマーは、３００～５００μｍの厚みを有する
、請求項６に記載のライナー。
【請求項８】
前記ポリエステル熱可塑性ポリウレタンポリマーは、
　（ａ）ヒドロキシル末端化ポリエステル中間体；
　（ｂ）グリコール鎖伸長剤；および
　（ｃ）ジイソシアネート、
の反応から作製される、
請求項１に記載のライナー。
【請求項９】
前記ヒドロキシル末端化ポリエステル中間体は、２０００～３０００ダルトンの数平均分
子量を有する、請求項８に記載のライナー。
【請求項１０】
前記グリコール鎖伸長剤は、１，４－ブタンジオールおよび１，６－ヘキサンジオールの
ブレンドである、請求項８に記載のライナー。
【請求項１１】
前記ジイソシアネートは、４，４’－メチレンビス－（フェニルイソシアネート）である
、請求項８に記載のライナー。
【請求項１２】
前記グリコール鎖伸長剤は、１，４－ブタンジオールと１，６－ヘキサンジオールとのブ
レンドであり、前記ジイソシアネートは、４，４’－メチレンビス－（フェニルイソシア
ネート）である、請求項８に記載のライナー。
【請求項１３】
前記ヒドロキシル末端化ポリエステル中間体は、ＡＳＴＭ　Ｄ－４６６２に従って測定さ
れる場合に、１．５未満の酸価を有する、請求項１１に記載のライナー。
【請求項１４】
前記ヒドロキシル末端化ポリエステル中間体は、ＡＳＴＭ　Ｄ－４６６２に従って測定さ
れる場合に、１．０未満の酸価を有する、請求項１３に記載のライナー。
【請求項１５】
前記ヒドロキシル末端化ポリエステル中間体は、アジピン酸とジエチレングリコールとの
反応から作製される、請求項１３に記載のライナー。
【請求項１６】
前記ポリエステル熱可塑性ポリウレタンポリマーは、６０，０００～５００，０００ダル
トンの重量平均分子量、および２１０℃／３．８Ｋｇにおいて３０ｇ／１０分未満のメル
トフローインデックスを有する、請求項１に記載のライナー。
【請求項１７】
通路もしくはパイプの空洞をライニングするための方法であって、該方法は、
　該空洞の中にライナーを導入する工程であって、該ライナーは、
　　（ａ）樹脂吸収性物質層；
　　（ｂ）該樹脂吸収性物質層に浸漬される、熱硬化性樹脂であって、該熱硬化性樹脂は
、エポキシ樹脂であり、該エポキシ樹脂のためのアミン硬化剤が、該エポキシ樹脂と混合
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される、熱硬化性樹脂；
　　（ｃ）ポリエステル熱可塑性ポリウレタンポリマー層であって、該樹脂吸収性物質層
の少なくとも一方の側面上にコーティングされる、ポリエステル熱可塑性ポリウレタンポ
リマー層、
を含み、ここで、該樹脂吸収性物質層、該熱硬化性樹脂および該ポリエステル熱可塑性ポ
リウレタンポリマー層が請求項１～１６のいずれか一項に記載の通りである、工程；
　該ライナーの内部開口部の中に蒸気もしくは水を導入して、該ライナーを該通路もしく
は該パイプの内表面に対して押しつけ、該熱硬化性樹脂の硬化を活性化する工程、
を包含する、方法。
【請求項１８】
前記パイプは、主要下水道パイプ、支流下水道パイプ、およびガスパイプからなる群より
選択される、請求項１７に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　（発明の分野）
　本発明は、パイプもしくは種々の他の通路のためのライナーに関する。より具体的には
、本発明は、壊れた、穴の開いた、もしくは漏出している主要下水道パイプ、支流下水道
パイプおよびガスパイプを補修するために使用される、地下下水設備（ｕｎｄｅｒｇｒｏ
ｕｎｄ　ｓｅｗｅｒｓ）のためのライナーに関する。本発明は、その場で硬化されるライ
ナーに関する。すなわち、上記ライナーは、補修されるべき上記パイプの内部で硬化され
る。本発明はまた、上記熱硬化性樹脂が熱の使用によって硬化される（固められる）熱硬
化性樹脂浸漬ファブリックを使用する、その場で硬化されるライナーに関する。
【背景技術】
【０００２】
　（発明の背景）
　損傷したもしくは壊れたパイプ（例えば、下水道パイプおよびガスパイプ）をライニン
グするためのその場で硬化する方法は、地下パイプを補修するための非常に成功裏の方法
になった。上記方法は、上記地下パイプを掘り出す必要性、および地表の構造基盤（例え
ば、舗装された通りおよび建築物）に対して生じる損傷を回避する。上記その場で硬化す
る方法は、最初に、上記ライナーを、上記パイプの中に配置する一方で、上記ライナーは
、可撓性状態にある工程、次いで、上記ライナーを上記損傷したパイプの内部に対して押
しつけると同時に、上記ライナーを上記パイプ内で硬化状態へと硬化する工程を包含する
。以前の方法は、空気もしくは水を使用して、上記ライナーを加圧して、上記ライナーを
、上記パイプの内部に対する加圧によって保持しながら、上記可撓性ライナーを上記パイ
プの内部に適合させ、上記ライナーを硬化状態へと硬化させる。
【０００３】
　先行技術のライナーは、上記ライナーの一方の側面の上のファブリックおよび他方の側
面の上のポリマーシートを使用することによって作製された。上記ファブリックは、硬化
されていない熱硬化性物質に浸漬される。上記硬化する工程、すなわち、上記熱硬化性物
質を剛性状態へと変換させるプロセスは、上記ライナーが上記パイプの内部に配置された
後に、行われる。上記ライナーは、特許文献１に記載されるような引き込み法（ｄｒａｇ
ｇｅｄ－ｉｎ　ｍｅｔｈｏｄ）もしくは特許文献２に記載されるような反転法（ｉｎｖｅ
ｒｓｉｏｎ　ｍｅｔｈｏｄ）のいずれかによって、補修されるべきパイプの中に配置され
得る（これら特許はともに、本明細書に参考として援用される）。上記ファブリック上に
配置されるポリマーシートは、上記使用される熱硬化性物質に対して耐性でなければなら
ず、そしてまた、上記熱硬化性物質を硬化するために使用される熱に耐えることができな
ければならない。種々の熱可塑性物質およびエラストマーは、上記ファブリックをコーテ
ィングするために使用されてきており、ポリウレタンが頻繁に使用されている。
【０００４】
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　熱可塑性ポリウレタンは、その耐摩耗性、引き裂き抵抗性および弾性特性から、特に望
ましい。しかし、パイプライナーの近年の取り付け作業員は、上記ライナーにおける熱硬
化性物質としてアミン硬化剤（ａｍｉｎｅ　ｃｕｒａｔｉｖｅ）とともにエポキシ樹脂を
使用し、上記硬化を開始し、上記ライナーを上記パイプの内部に対して押しつけるために
熱水を使用するのではなく、蒸気を使用することを望んでいることを示した。エポキシ樹
脂の使用は、上記取り付け作業員のためにいくつかの環境的利益を有し、蒸気は、熱水よ
りも、上記膨張したライナーから速く抜ける。
【０００５】
　パイプライナーにおいて以前使用された上記熱可塑性ポリウレタン（ＴＰＵ）は、エポ
キシ樹脂とアミン硬化剤とを使用して、上記不織布を浸漬し、蒸気を使用して、上記ライ
ナーを取り付ける場合に、許容されない。上記エポキシ／アミン反応は発熱性であり、そ
してこの反応からの熱およびその蒸気は、先行技術のＴＰＵに、上記エポキシ樹脂を含有
するファブリックを通じて吹き込んでしまい、上記ライナーにおいて穴を形成させてしま
う。
【０００６】
　その場で硬化されるライナーにおいて使用され得るＴＰＵを有することが有益であり得
、ここでエポキシ樹脂とアミン硬化剤が使用され、蒸気は、上記ライナーを取り付けるた
めに使用される。その場で硬化されるライナーにおいて使用され得るＴＰＵを有すること
もまた有益であり得、ここで蒸気もしくは熱水のいずれかが上記熱硬化性樹脂を硬化する
ために使用され、そして上記熱硬化性樹脂がエポキシ、ビニルエステル樹脂もしくはポリ
エステル樹脂であり得る。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】米国特許第４，００９，０６３号明細書
【特許文献２】米国特許第４，０６４，２１１号明細書
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　（発明の要旨）
　通路もしくはパイプラインのためのライナーが提供され、このライナーは、熱硬化性樹
脂（例えば、エポキシ樹脂）を許容することができる、樹脂吸収性物質（例えば、不織布
）の層を有する。上記ライナーはまた、樹脂吸収性物質の層の一方の表面に取り付けられ
た熱可塑性ポリウレタン（ＴＰＵ）の層を有する。上記ＴＰＵは、ポリエステルＴＰＵで
あり、これは、ヒドロキシル末端化ポリエステル中間体と、グリコール鎖伸長剤およびジ
イソシアネートとを反応させることによって作製される。上記ＴＰＵは、高熱ＴＰＵ（ｈ
ｉｇｈ　ｈｅａｔ　ＴＰＵ）である、すなわち、これは、高融解点を、示差走査熱量測定
（ＤＳＣ）によって表される場合、１４０℃より高い、好ましくは、１６０℃より高い、
より好ましくは、１７０℃より高い二次熱融解吸熱ピーク温度を有する。上記ＴＰＵはま
た、約８５Ａ～約９８ＡのＳｈｏｒｅ　Ａ硬度を有しなければならない。
【０００９】
　本発明において使用されるＴＰＵは、エポキシ樹脂／アミン硬化剤発熱および上記ライ
ナーの取り付けにおいて使用される蒸気温度に耐えることができる十分な耐熱性を有する
。上記ＴＰＵは、当該分野において「吹き込み（ｂｌｏｗ　ｔｈｒｏｕｇｈ）」といわれ
る、上記ライナーにおいて穴を形成することなく、高温に耐えることができる。上記ＴＰ
Ｕはまた、熱水が上記ライナーの取り付けにおいて使用されるべき場合、上記熱水に耐え
ることができる。
　本発明は、例えば、以下を提供する。
（項目１）
通路もしくはパイプのための、その場で硬化されるライナーであって、該ライナーは、
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　（ａ）樹脂吸収性物質層；
　（ｂ）該樹脂吸収性物質層に吸収される、熱硬化性樹脂；および
　（ｃ）該樹脂吸収性物質層のうちの少なくとも一方の側面上にある、ポリエステル熱可
塑性ポリウレタンコーティング層であって、ここで該熱可塑性ポリウレタンコーティング
層は、約１４０℃より高いＤＳＣ二次吸熱ピーク温度を有する、ポリエステル熱可塑性ポ
リウレタンコーティング層；
を含む、ライナー。
（項目２）
前記ポリエステル熱可塑性ポリウレタンコーティング層は、約１６０℃より高いＤＳＣ二
次吸熱ピーク温度を有する、項目１に記載のライナー。
（項目３）
前記ポリエステル熱可塑性ポリウレタンコーティング層は、約８５Ａ～約９８ＡのＳｈｏ
ｒｅ　Ａ硬度を有する、項目２に記載のライナー。
（項目４）
前記樹脂吸収性物質層は針で穴を開けた不織布である、項目１に記載のライナー。
（項目５）
前記針で穴を開けた不織布は、ポリエステルファブリックである、項目４に記載のライナ
ー。
（項目６）
前記ポリエステル熱可塑性ポリウレタンコーティング層は、約８５Ａ～約９０ＡのＳｈｏ
ｒｅ　Ａ硬度を有する、項目１に記載のライナー。
（項目７）
前記ポリエステル熱可塑性ポリウレタンコーティング層は、約１００～約１０００ミクロ
ンの厚みを有する、項目１に記載のライナー。
（項目８）
前記ポリエステル熱可塑性ポリウレタンコーティング層は、約３００～約５００ミクロン
の厚みを有する、項目７に記載のライナー。
（項目９）
前記熱硬化性樹脂は、エポキシ樹脂、ビニルエステル樹脂およびポリエステル樹脂からな
る群より選択される、項目１に記載のライナー。
（項目１０）
前記熱硬化性樹脂は、エポキシ樹脂であり、該エポキシ樹脂のためのアミン硬化剤が、該
エポキシ樹脂と混合される、項目９に記載のライナー。
（項目１１）
前記ポリエステル熱可塑性ポリウレタンコーティング層は、
　（ａ）ヒドロキシル末端化ポリエステル中間体；
　（ｂ）グリコール鎖伸長剤；および
　（ｃ）ジイソシアネート、
の反応から作製される、
項目１に記載のライナー。
（項目１２）
前記グリコール鎖伸長剤は、１，４－ブタンジオールおよび１，６－ヘキサンジオールの
ブレンドである、項目１１に記載のライナー。
（項目１３）
前記ジイソシアネートは、４，４’－メチレンビス－（フェニルイソシアネート）である
、項目１１に記載のライナー。
（項目１４）
前記ヒドロキシル末端化ポリエステル中間体は、ＡＳＴＭ　Ｄ－４６６２に従って測定さ
れる場合に、約１．５未満の酸価を有する、項目１３に記載のライナー。
（項目１５）
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前記ヒドロキシル末端化ポリエステル中間体は、アジピン酸とジエチレングリコールとの
反応から作製される、項目１４に記載のライナー。
（項目１６）
前記ヒドロキシル末端化ポリエステル中間体は、ＡＳＴＭ　Ｄ－４６６２に従って測定さ
れる場合に、約１．０未満の酸価を有する、項目１５に記載のライナー。
（項目１７）
前記ポリエステル熱可塑性ポリウレタンコーティング層は、６０，０００～５００，００
０ダルトンの重量平均分子量、１７０℃より高いＤＳＣ二次吸熱ピーク温度、および２１
０℃／３．８Ｋｇにおいて３０ｇ／１０分未満のメルトフローインデックスを有する、項
目１に記載のライナー。
（項目１８）
通路もしくはパイプの空洞をライニングするための方法であって、該方法は、
　該空洞の中にライナーを導入する工程であって、該ライナーは、
　　（ａ）樹脂吸収性物質層；
　　（ｂ）該樹脂吸収性物質層に浸漬される、熱硬化性樹脂；
　　（ｃ）ポリエステル熱可塑性ポリウレタンコーティング層であって、ここで該熱可塑
性ポリウレタンコーティング層は、約１４０℃より高いＤＳＣ二次熱融解吸熱ピーク温度
を有する、ポリエステル熱可塑性ポリウレタンコーティング層；
を含む、工程；
　該ライナーの内部開口部の中に蒸気もしくは水を導入して、該ライナーを該通路もしく
は該パイプの内表面に対して押しつけ、該熱硬化性樹脂の硬化を活性化する工程、
を包含する、方法。
（項目１９）
前記ポリエステル熱可塑性ポリウレタンコーティング層は、約１６０℃より高いＤＳＣ二
次融解吸熱ピーク温度を有する、項目１８に記載の方法。
（項目２０）
前記ポリエステル熱可塑性ポリウレタンコーティング層は、約８５Ａ～約９８ＡのＳｈｏ
ｒｅ　Ａ硬度を有する、項目１９に記載の方法。
（項目２１）
前記樹脂吸収性物質層は、針で穴を開けたポリエステル不織布である、項目１８に記載の
方法。
（項目２２）
前記ポリエステル熱可塑性ポリウレタンコーティング層は、約１００～約１０００ミクロ
ンの厚みを有する、項目１８に記載の方法。
（項目２３）
前記ポリエステル熱可塑性ポリウレタンコーティング層は、約３００～約５００ミクロン
の厚みを有する、項目２２に記載の方法。
（項目２４）
前記熱硬化性樹脂は、エポキシ樹脂、ビニルエステル樹脂、およびポリエステル樹脂から
なる群より選択される、項目１８に記載の方法。
（項目２５）
前記熱硬化性樹脂は、エポキシ樹脂であり、該エポキシ樹脂のためのアミン硬化剤は、該
エポキシ樹脂と混合され；そして蒸気を使用して、前記ライナーを前記通路もしくは前記
パイプの内表面に対して押しつけ、該エポキシ樹脂の硬化を活性化する、項目２４に記載
の方法。
（項目２６）
前記パイプは、主要下水道パイプ、支流下水道パイプ、およびガスパイプからなる群より
選択される、項目１８に記載の方法。
（項目２７）
前記ポリエステル熱可塑性ポリウレタンコーティング層は、
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　（ａ）ヒドロキシル末端化ポリエステル中間体；
　（ｂ）グリコール鎖伸長剤；および
　（ｃ）ジイソシアネート
の反応から作製される、項目１８に記載の方法。
（項目２８）
前記ヒドロキシル末端化ポリエステル中間体は、２０００～約３０００ダルトンの数平均
分子量を有する、項目２７に記載の方法。
（項目２９）
前記ヒドロキシル末端化ポリエステル中間体は、アジピン酸とジエチレングリコールとの
反応から作製される、項目２８に記載の方法。
（項目３０）
前記ヒドロキシル末端化ポリエステル中間体は、ＡＳＴＭ　Ｄ－４６６２に従って測定さ
れる場合に、約１．５未満の酸価を有する、項目２９に記載の方法。
（項目３１）
前記グリコール鎖伸長剤は、１，４－ブタンジオールと１，６－ヘキサンジオールとのブ
レンドであり、前記ジイソシアネートは、４，４’－メチレンビス－（フェニルイソシア
ネート）である、項目１８に記載の方法。
（項目３２）
前記ポリエステル熱可塑性ポリウレタンコーティング層は、６０，０００～５００，００
０ダルトンの重量平均分子量、１７０℃より高いＤＳＣ二次吸熱ピーク温度、および２１
０℃／３．８Ｋｇにおいて３０ｇ／１０分未満のメルトフローインデックスを有する、項
目１８に記載の方法。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　（発明の詳細な説明）
　（ＴＰＵ）
　本発明において使用される熱可塑性ポリウレタン（ＴＰＵ）ポリマーは、３種の反応物
の反応によって作製される。第１の反応物は、ヒドロキシル末端化ポリエステル中間体で
あり、第２の反応物は、グリコール鎖伸長剤であり、第３の反応物は、ジイソシアネート
である。３種の反応物の各々は、以下で議論される。
【００１１】
　上記ヒドロキシル末端化ポリエステル中間体は、一般に、約２０００～約１０，０００
、望ましくは、約２０００～約５０００、および好ましくは、約２０００～約３０００の
数平均分子量（Ｍｎ）を有する直線状ポリマーである。上記分子量は、上記末端官能基の
アッセイによって決定され、そして上記数平均分子量に関する。上記ヒドロキシル末端化
ポリエステル中間体は、好ましくは、低酸価（例えば１．５未満、好ましくは１．０未満
、およびより好ましくは０．８未満）を有する。上記ヒドロキシル末端化ポリエステル中
間体の低酸価は、水分と接触するライナーにとって好ましい。なぜなら、低酸価は、上記
ＴＰＵポリマーの加水分解安定性を改善する。酸価は、ＡＳＴＭ　Ｄ－４６６２に従って
決定され、そしてサンプル１．０ｇ中の酸性構成要素を滴定することが必要とされる水酸
化カリウムのミリグラムで表される塩基の量として定義される。加水分解安定性はまた、
ＴＰＵポリマーを処方する当業者にとって公知である上記ＴＰＵに対して加水分解安定化
剤を添加することによって改善され得る。上記ポリマーは、（１）１種以上のグリコール
と１種以上のジカルボン酸もしくは無水物とのエステル化反応、または（２）トランスエ
ステル化反応、すなわち、１種以上のグリコールと、ジカルボン酸のエステルとの反応に
よって、生成される。グリコール　対　酸の、１モルより多い、概して過剰のモル比は、
末端ヒドロキシル基の優位を有する直鎖を得るために好ましい。適切なポリエステル中間
体としてはまた、ε－カプロラクトンおよび二官能性開始剤（例えば、ジエチレングリコ
ール）から代表的には作製される種々のラクトン（例えば、ポリカプロラクトン）が挙げ
られる。望ましいポリエステルのジカルボン酸は、脂肪族、シクロ脂肪族、芳香族、また
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はこれらの組み合わせであり得る。単独でもしくは混合物で使用され得る適切なジカルボ
ン酸は、一般に、合計４～１５個の炭素原子を有し、そしてこれらとしては以下が挙げら
れる：コハク酸、グルタル酸、アジピン酸、ピメリン酸、スベリン酸、アゼライン酸、セ
バシン酸、ドデカン二酸、イソフタル酸、テレフタル酸、シクロヘキサンジカルボン酸な
ど。上記ジカルボン酸の無水物（例えば、フタル酸無水物、テトラヒドロフタル酸無水物
など）がまた、使用され得る。アジピン酸は、好ましい酸である。望ましいポリエステル
中間体を形成するために反応させられるグリコールは、脂肪族、芳香族、またはこれらの
組み合わせであり得、合計２～１２個の炭素原子を有し、これらとしては、エチレングリ
コール、ジエチレングリコール、１，２－プロパンジオール、１，３－プロパンジオール
、１，３－ブタンジオール、１，４－ブタンジオール、１，５－ペンタンジオール、１，
６－ヘキサンジオール、２，２－ジメチル－１，３－プロパンジオール、１，４－シクロ
ヘキサンジメタノール、デカメチレングリコール、ドデカメチレングリコールなどが挙げ
られ、１，４－ブタンジオールは、好ましいグリコールである。２種以上のグリコールの
ブレンドが、使用され得る。耐微生物性が必要とされるパイプ（例えば、ガスパイプ）を
ライニングするために使用されるべきライナーについて、ジエチレングリコールは、好ま
しいグリコールである。
【００１２】
　上記ＴＰＵを作製するために第２の反応物として使用される適切なグリコール鎖伸長剤
は、脂肪族、芳香族もしくはこれらの組み合わせであり得、２～約１２個の炭素原子を有
する。好ましくは、上記グリコール鎖伸長剤は、約２～約１０個の炭素原子を有する低級
脂肪族もしくは短鎖グリコールであり、これらとしては、例えば、エチレングリコール、
ジエチレングリコール、プロピレングリコール、ジプロピレングリコール、１，４－ブタ
ンジオール、１，６－ヘキサンジオール、１，３－ブタンジオール、１，５－ペンタンジ
オール、１，４－シクロヘキサンジメタノールヒドロキノン、ジ（ヒドロキシエチル）エ
ーテル、ネオペンチルグリコール（ｎｅｏｐｅｎｔｙｇｌｙｃｏｌ）などが挙げられ、１
，４－ブタンジオールが好ましい。芳香族グリコールは、ベンゼングリコールおよびキシ
レングリコールを含むＴＰＵを作製するために、上記鎖伸長剤として使用され得る。キシ
レングリコールは、１，４－ジ（ヒドロキシメチル）ベンゼンおよび１，２－ジ（ヒドロ
キシメチル）ベンゼンの混合物である。ベンゼングリコールは、具体的には、ヒドロキノ
ン（すなわち、１，４－ジ（２－ヒドロキシエトキシ）ベンゼンとしても公知であるビス
（β－ヒドロキシエチル）エーテル）；レゾルシノール（すなわち、１，３－ジ（２－ヒ
ドロキシエチル）ベンゼンとしても公知であるビス（β－ヒドロキシエチル）エーテル）
；カテコール（すなわち、１，２－ジ（２－ヒドロキシエトキシ）ベンゼンとしても公知
であるビス（β－ヒドロキシエチル）エーテル）；およびこれらの組み合わせが挙げられ
る。２種以上のグリコールの混合物は、本発明のＴＰＵにおいて上記鎖伸長剤として使用
され得る。１，４－ブタンジオールおよび１，６－ヘキサンジオールの混合物は、好まし
い混合物である。
【００１３】
　本発明のＴＰＵを作製するための第３の反応物は、ジイソシアネートである。適切なジ
イソシアネートとしては、芳香族ジイソシアネート（例えば、４，４’－メチレンビス－
（フェニルイソシアネート）（ＭＤＩ））；ｍ－キシレンジイソシアネート（ＸＤＩ）、
フェニレン－１，４－ジイソシアネート、１，５－ナフタレンジイソシアネート、ジフェ
ニルメタン－３，３’－ジメトキシ－４，４’－ジイソシアネート（ＴＯＤＩ）およびト
ルエンジイソシアネート（ＴＤＩ）；ならびに脂肪族ジイソシアネート（例えば、イソホ
ロンジイソシアネート（ＩＰＤＩ）、１，４－シクロヘキシルジイソシアネート（ＣＨＤ
Ｉ）、デカン－１，１０－ジイソシアネート、ヘキサメチレンジイソシアネート（ＨＤＩ
）、およびジシクロヘキシルメタン－４，４’－ジイソシアネート）が挙げられる。最も
好ましいジイソシアネートは、４，４’－メチレンビス（フェニルイソシアネート）、す
なわち、ＭＤＩである。２種以上のジイソシアネートの混合物が使用され得る。また、少
量の、２つより多い官能基を有するイソシアネート（例えば、トリイソシアネート）は、
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上記ジイソシアネートといっしょに使用され得る。３つ以上の官能基を有する大量のイソ
シアネートは、それらが、ＴＰＵポリマーが架橋されるべきである場合に回避されるべき
である。
【００１４】
　上記３種の反応物（ヒドロキシル末端化ポリエステル中間体、グリコール鎖伸長剤、お
よびジイソシアネート）は、いっしょに反応させられて、本発明のライナー（ｌｉｎｅａ
ｒ）において使用される高分子量ＴＰＵを形成する。上記３種の反応物を反応させるため
の任意の公知のプロセスは、上記ＴＰＵを作製するために使用され得る。好ましいプロセ
スは、いわゆる１回で完全な（ｏｎｅ－ｓｈｏｔ）プロセスであり、ここで３種すべての
反応物が、押し出し反応器（ｅｘｔｒｕｄｅｒ　ｒｅａｃｔｏｒ）に添加され、そして反
応させられる。上記ヒドロキシル含有成分（すなわち、上記ヒドロキシル末端化ポリエス
テル中間体および上記鎖伸長剤グリコール）の総当量（ｔｏｔａｌ　ｅｑｕｉｖａｌｅｎ
ｔ　ｗｅｉｇｈｔ　ａｍｏｕｎｔ）に対する上記ジイソシアネートの当量は、約０．９５
～約１．１０、望ましくは、約０．９６～約１．０２、および好ましくは、約０．９７～
約１．００５である。ウレタン触媒を利用する反応温度は、一般に、約１７５℃～約２４
５℃であり、好ましくは、１８０℃～２２０℃である。
【００１５】
　一般には、任意の従来の触媒は、上記ジイソシアネートと、上記ポリエステル中間体も
しくは上記鎖伸長剤とを反応させるために利用され得、そして上記触媒は、当該分野およ
び文献で周知である。適切な触媒の例としては、ビスマスもしくはスズの種々のアルキル
エーテルもしくはアルキルチオールエーテルが挙げられ、ここで上記アルキル部分は、１
～約２０個の炭素原子を有し、具体例としては、オクチル酸ビスマス、ラウリン酸ビスマ
スなどが挙げられる。好ましい触媒としては、種々のスズ触媒（例えば、オクチル酸スズ
、ジオクチル酸ジブチルスズ、ジラウリン酸ジブチルスズなど）が挙げられる。このよう
な触媒の量は、一般に、上記ポリウレタン形成反応物の総重量に基づいて、約２０～約２
００ｐｐｍのような少量である。
【００１６】
　上記熱可塑性ポリウレタンはまた、プレ－ポリマープロセスを利用して調製され得る。
上記プレ－ポリマー経路において、上記ヒドロキシル末端化ポリエステル中間体は、一般
に当量過剰の１種以上のジイソシアネートと反応させられて、そこに遊離もしくは反応し
ていないジイソシアネートを有するプレ－ポリマー溶液を形成する。反応は、一般に、適
切なウレタン触媒の存在下で、約８０℃～約２２０℃および好ましくは約１５０℃～約２
００℃の温度で行われる。その後、上記のように鎖伸長剤の選択されるタイプは、上記イ
ソシアネート末端基に対して、および任意の遊離もしくは反応していないジイソシアネー
ト化合物に対してほぼ等しい当量で添加される。総ジイソシアネート　対　上記ヒドロキ
シル末端を有するポリエステルおよび上記鎖伸長剤の総量の全体の当量比（ｅｑｕｉｖａ
ｌｅｎｔ　ｒａｔｉｏ）は、従って、約０．９５～約１．１０、望ましくは、約０．９６
～約１．０２、および好ましくは、約０．９７～約１．０５である。上記ヒドロキシル末
端を有するポリエステル　対　上記鎖伸長剤の当量比は、望ましいｓｈｏｒｅ硬度を与え
るように適合される。上記鎖伸長反応温度は、一般に、約１８０℃～約２５０℃であり、
約２００℃～約２４０℃が好ましい。代表的には、上記プレ－ポリマー経路は、任意の従
来のデバイスにおいて行われ得、押し出し器が好ましい。従って、上記ポリエステル中間
体は、当量過剰（ｅｑｕｉｖａｌｅｎｔ　ｅｘｃｅｓｓ）のジイソシアネートと、上記押
し出し器の第１の部分において反応させられて、プレ－ポリマー溶液を形成し、その後、
上記鎖伸長剤は、下流部分において添加され、そして上記プレ－ポリマー溶液と反応させ
られる。任意の従来の押し出し器は、少なくとも２０および好ましくは少なくとも２５の
長さ　対　直径比を有するバリアスクリューを備えた押し出し器とともに利用され得る。
【００１７】
　有用な添加剤は、適切な量で利用され得、不透明化顔料、着色剤、鉱物充填剤、安定化
剤、滑沢剤、ＵＶ吸収剤、処理補助物、および望ましい場合には他の添加剤が挙げられる
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。有用な不透明化顔料としては、二酸化チタン、酸化亜鉛、およびチタネートイエロー（
ｔｉｔａｎａｔｅ　ｙｅｌｌｏｗ）が挙げられる一方で、有用な着色顔料としては、カー
ボンブラック、イエローオキシド（ｙｅｌｌｏｗ　ｏｘｉｄｅ）、ブラウンオキシド（ｂ
ｒｏｗｎ　ｏｘｉｄｅ）、生シエナ土および代赭、もしくは生アンバーおよび焼きアンバ
ー、酸化クロムグリーン、カドミウム顔料、クロム顔料、および他の混合金属オキシドな
らびに有機性顔料が挙げられる。有用な充填剤としては、珪藻土（ｓｕｐｅｒｆｌｏｓｓ
）粘土、シリカ、タルク、マイカ、ワラストナイト（ｗａｌｌｏｓｔｏｎｉｔｅ）、硫酸
バリウム、および炭酸カルシウムが挙げられる。望ましい場合、有用な安定化剤（例えば
、抗酸化剤）が使用され得、そしてフェノール酸抗酸化剤が挙げられる一方で、有用な光
安定化剤としては、有機性ホスフェートおよび有機スズチオレート（メルカペプチド）が
挙げられる。有用な滑沢剤としては、金属ステアレート、パラフィン油、およびアミドワ
ックスが挙げられる。有用なＵＶ吸収剤としては、２－（２’－ヒドロキシフェノール）
ベンゾトリアゾールおよび２－ヒドロキシベンゾフェノンが挙げられる。添加剤はまた、
上記ＴＰＵポリマーの加水分解安定性を改善するために使用され得る。
【００１８】
　上記ＴＰＵポリマーの重量平均分子量（Ｍｗ）は、一般に、約６０，０００～約５００
，０００ダルトン、および好ましくは、約８０，０００～約３００，０００ダルトンであ
る。上記ＴＰＵポリマーはまた、約１４０℃より高い、好ましくは、約１６０℃より高い
、およびより好ましくは、約１７０℃より高いＤＳＣ二次熱融解吸熱ピーク温度によって
示されるような高温性能特性を有さなければならない。この高温性能は、上記その場での
硬化の取り付けの間に、上記ライナーにおいて穴が形成することを予防するために必要で
ある。上記温度性能特性は、１０℃／分の加熱／冷却／加熱モードにおいて、－１００℃
～２３０℃の走査条件を使用する示差走査熱量測定（ＤＳＣ）を使用して測定される。Ａ
ＳＴＭ　Ｄ－３４１８－０３標準は、上記ＤＳＣ試験を記載する。上記二次熱融解吸熱ピ
ーク温度は、上記サンプル中で任意の分散を較正するために使用される。
【００１９】
　最も好ましいＴＰＵポリマーは、約８５Ａ～約９８Ａ、好ましくは、８５Ａ～９０Ａの
Ｓｈｏｒｅ　Ａ硬度を有し、２１０℃および３．８Ｋｇの負荷において４０ｇ／１０分以
下、好ましくは、３５ｇ／１０分未満、より好ましくは、３０ｇ／１０分未満のメルトフ
ローインデックスを有する。これらの要件を満たす市販のＴＰＵポリマーは、ａｒｅ　ｋ
ｎｏｗｎ　ａｓ　Ｅｓｔａｎｅ（登録商標）５８４３７、５８４４７、５４６０５、５４
７７７、Ｔ５６３０、Ｔ５６２０、５８６０５およびＸ－１３５１として公知であり、Ｌ
ｕｂｒｉｚｏｌ　Ａｄｖａｎｃｅｄ　Ｍａｔｅｒｉａｌｓ，Ｉｎｃから市販されている。
９８　Ｓｈｏｒｅ　Ａより高い硬度を有するＴＰＵポリマーは、特に、本発明の方法によ
って、上記ライナーを上記損傷したパイプの中に挿入するのを容易にするには硬すぎる。
【００２０】
　上記ＴＰＵが、ガスパイプをライニングするために使用されるべきである場合、低酸価
ポリエステル中間体から作製され、上記ポリエステル中間体がアジピン酸とジエチレング
リコールとを反応させることによって作製されるＴＰＵを使用することが好ましい。なぜ
なら、このタイプのＴＰＵは、より耐微生物性であると考えられるからである。耐微生物
性は、ガスパイプにとって望ましい。
【００２１】
　上記ＴＰＵはまた、良好な耐溶媒性を有するべきである。溶媒は、上記熱硬化性樹脂を
上記樹脂吸収性層の中に入れるのを容易にされている上記ライナーに開いた穴を覆うＴＰ
Ｕ片を溶媒溶接（ｓｏｌｖｅｎｔ－ｗｅｌｄ）するために使用され得る。溶媒はまた、元
の平坦な矩形シートから閉じたチューブを作製するために、上記ライナーの縦の継ぎ目の
上にＴＰＵテープを溶媒溶接するために使用され得る。
【００２２】
　上記ＴＰＵはまた、スチレンに対して良好な耐性を有し、そしてスチレンにバリア特性
を提供するべきである。なぜなら、スチレンは、上記熱硬化性樹脂（例えば、スチレンベ
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ースのポリエステル樹脂）のいくつかに存在するからである。上記ライナーの上のＴＰＵ
コーティング層は、スチレンが、上記熱硬化性樹脂を硬化するために使用される流体（水
もしくは蒸気）に移動するのを防止もしくは低下させ得る。水中に非常に多くのスチレン
が存在する場合、その水は、地方自治体の排水システムに排出されるよりも高コストの手
段によって処理されなければならない。
【００２３】
　（樹脂吸収性物質）
　樹脂吸収性物質は、上記ライナーの１つの層として使用される。上記樹脂吸収性物質は
、上記熱硬化性樹脂を吸収する任意の物質である。上記樹脂吸収性層は、０．１～２０ｃ
ｍの厚み、好ましくは、０．２～１５ｃｍの厚み、およびより好ましくは、０．３～１０
ｃｍの厚みであり得る。適切な樹脂吸収性物質としては、織られる繊維（ｗｏｖｅｎ　ｆ
ｉｂｅｒ）もしくは不織繊維（ｎｏｎ－ｗｏｖｅｎ　ｆｉｂｅｒ）であり得る有機繊維も
しくは無機繊維の繊維状物質であり得る。好ましくは、上記樹脂吸収性物質は、下水設備
（主要もしくは支流）をライニングする場合、針で穴を開けた不織材料（例えば、ポリエ
ステル不織マット）である。ガスパイプをライニングする場合、ガラス繊維材料が、代表
的には好ましい。
【００２４】
　上記ＴＰＵポリマーは、上記樹脂吸収性物質の一方の側面の上にコーティングされる。
溶融処理装置は、上記樹脂吸収性物質の上に上記ＴＰＵをコーティングするために使用さ
れ得る。適切な溶融処理装置としては、カレンダー処理および押し出しプロセスが挙げら
れる。上記ライナー上の上記ＴＰＵコーティング層の好ましい厚みは、約１００～約１０
００ミクロン、好ましくは、約２００～約８００ミクロン、およびより好ましくは、約３
００～約５００ミクロンの厚みである。上記ＴＰＵコーティング層は、ポリエステル不織
マットに非常によく接着するので、上記ポリエステル不織マットは、本発明のＴＰＵに対
して好ましい。
【００２５】
　（ライナー）
　本発明のライナーを作製するために、上記ＴＰＵは、上記樹脂吸収性物質の上に溶融コ
ーティングされる（ｍｅｌｔ　ｃｏａｔｅｄ）かまたは押し出しコーティングされる（ｅ
ｘｔｒｕｓｉｏｎ　ｃｏａｔｅｄ）。熱硬化性樹脂（例えば、ビニルエステル樹脂、ポリ
エステル樹脂、もしくはエポキシ樹脂）にすることができる樹脂は、上記樹脂吸収性物質
に添加される。任意のエポキシ樹脂が使用される場合、アミン硬化剤（ａｍｉｎｅ　ｃｕ
ｒｉｎｇ　ａｇｅｎｔ）は、上記エポキシ樹脂を熱硬化性物質へと硬化するために、上記
エポキシ樹脂に添加される。この段階（硬化前に）において、上記ライナーは可撓性であ
り、空洞の上記通路（例えば、下水道パイプ）の中に配置され得る。上記可撓性ライナー
は、上記引き込み法もしくは反転法（これらは、当該分野で公知である）のいずれかによ
って挿入され得る。一旦上記空洞の中に挿入されると、熱は、蒸気および／もしくは熱水
を注入することによって添加されて、上記ライナーを上記パイプの内部に対して押しつけ
、上記熱硬化性樹脂をその場で硬化させる。上記ライナーはまた、圧力下で熱水を使用す
ることによって、上記空洞の中に挿入され得る。一旦樹脂が硬化されると、樹脂は熱硬化
され、上記ライナーは、パイプ内で剛性パイプを形成するために剛性になる。
【００２６】
　上記ライナーは、上記パイプを補修することが必要とされる所望の長さに対して作製さ
れ得、好ましくは、それは連続管状ライナーである。上記ライナーは、より短い小片から
いっしょに重ね継がれることを必要としない１つの連続した長さで、上記パイプを補修す
るために十分な長さを有するべきである。上記ライナーは、代表的には、少なくとも５０
ｍの長さであり、５０００ｍ程度の長さであり得る。より代表的には、上記ライナーは、
２００～１０００ｍの長さである。
【００２７】
　上記ライナーの直径は、一旦閉じたチューブに形成されると、補修を必要とするパイプ
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の直径に依存して変動する。代表的な直径は、約５ｃｍ～約２５０ｃｍであるが、より一
般には、上記直径は、２０ｃｍ～約１５０ｃｍである。
【００２８】
　上記ライナーは、補修を必要とする上記パイプの内部の形状に適合され得る。上記パイ
プの形状は、完全に円形である必要はないが、むしろ、非円形（例えば、卵形もしくは楕
円形）であり得る。上記ライナーはまた、上記パイプにおける彎曲をうまく通り抜け（ｎ
ｅｇｏｔｉａｔｅ）得る。
【００２９】
　上記樹脂吸収性ファブリックが熱硬化性樹脂で含浸され、上記ライナーが作製された後
、代表的には、氷浴もしくは冷蔵トラックのいずれかにおいて、上記ライナーが低温で保
管される。この低温保管は、上記熱硬化性樹脂を取り付ける前に、上記熱硬化性樹脂の時
期尚早の硬化を防止するために必要である。上記ライナーは、上記樹脂の時期尚早の硬化
を防止するために、上記冷蔵トラックに入れて現場に持ち込まれ得る。エポキシ樹脂を使
用するようないくつかの場合において、上記樹脂吸収性層は、上記現場において、上記樹
脂で含浸され得る。
【００３０】
　上記ライナーが上記損傷したパイプの中に挿入された後、上記樹脂は、上記ライナーを
、通常約８０℃～１００℃の高温に、３～１２時間曝すことによって硬化される。蒸気硬
化は、通常８～１２時間かかる熱水と比較して、それほど時間を要しない（通常３～５時
間）。従って、上記蒸気硬化プロセスに耐えることができるＴＰＵを使用することによっ
て、おびただしい時間の短縮が提供される。
【００３１】
　本発明は、以下の実施例を参照することによってよりよく理解される。
【実施例】
【００３２】
　（実施例１）
　針で穴を開けたポリエステル繊維不織マット（約０．６ｃｍ厚であった）を、ポリエス
テルＴＰＵで一方の側面をコーティングした。上記ＴＰＵコーティングの厚みは、４５０
ミクロンであった。上記ポリエステルＴＰＵを、２５００Ｍｎ　ヒドロキシル末端化ポリ
エステル中間体、１，４－ブタンジオール（ＢＤＯ）鎖伸長剤および４，４’－メチレン
ビス（フェニルイソシアネート）（ＭＤＩ）を反応させることによって作製した。上記２
５００Ｍｎ　ヒドロキシル末端化ポリエステル中間体を、アジピン酸と、１，４－ブタン
ジオールおよび１，６－ヘキサンジオールのブレンドとを反応させることによって作製し
た。上記ＴＰＵポリマーは、約８７ＡのＳｈｏｒｅ　Ａ硬度を有し、１８０℃のＤＳＣ二
次熱融解吸熱ピーク温度および２１０℃／３．８Ｋｇで２５ｇ／１０分のメルトフローイ
ンデックスを有した。エポキシ樹脂を、上記不織繊維層に添加し、アミン硬化剤（ａｍｉ
ｎｅ　ｃｕｒｉｎｇ　ａｇｅｎｔ）を添加した。上記ライナーは、反転法を使用して、下
水道パイプに挿入した。８５℃の蒸気を添加して、上記エポキシ樹脂の硬化を活性化し、
上記パイプ内部で剛性のライナーを形成した。その硬化時間は５時間であった。
【００３３】
　特許法に従って、ベストモードおよび好ましい実施形態を記載してきたが、本発明の範
囲は、ベストモードおよび好ましい実施形態に限定されず、むしろ添付の特許請求の範囲
によって限定される。
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